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はじめに
　店舗を基盤にして営業活動を展開する小売業者にとって，小売ミックスの戦略諸要因の中でも
とりわけ立地は重要な意思決定変数として見倣されている（Levy　and　Weitz　2001）。なぜなら
ば，小売業者が土地を買収もしくは賃借するかを通じて確保し，そこに店舗を建築して設備を設
置することは，小売ミックスの他の要素と比較しても可変的な程度が低く，一定期間，資本を固
定化させることになるからである。こうしたことから，顧客のところにまで訪問する販売員を配
置できる製造業者や卸売業者とは異なり，店舗を基盤にする小売業者は自己の店舗に顧客を吸引
して事業を成立させるという，いわゆる「植物型販売（清水1988）」の営業方式が支配的な行動
様式となる。
　このような前提条件のもとで，小売業者が持続的な成長を達成するためには2つの方向性が挙
げられる（村松2001）。まずひとつは，同一立地点での店舗規模を増床によって拡大することで
ある。そして，もうひとつは，他の新たな立地点となる用地を確保して新規店舗を開設して店舗
数を増加させることである。とりわけ後者の場合には立地戦略は小売業者の成長にとって大きな
要となる。ここで本質的なことは，小売店舗の立地とは，商品やサービスをいかにして消費者が
入手できるようにするかを決定することにある。どの地点に立地するかによって，小売店舗に吸
引される顧客の数と売上高の水準が影響を受けるので，立地の差は収益性や市場シェアに影響を
与えるといえる。また競争戦略の側面においても，価格，サービス，商品およびプロモーション
といった戦略諸要因は，競争相手によって模倣される可能性が相対的に高いが，他方で小売業者
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の立地上の優位性を中和化することは，立地条件が一定期間にわたって不変であるとすれば，困
難であるといえる。それゆえ，店舗開発を担当する意思決定者にとって店舗立地はきわめて重要
な戦略的課題になるといえる。さらに今後，少子高齢化による人口減少，競争圧力の増大，小売
業者のグローバル展開，都市計画法の改正等のトレンドによって，小売業者の立地戦略はますま
す挑戦的課題になっていくといえよう。
　さて小売業に関する立地研究はマーケティング論や流通論の研究者集団のみならず，経済地理
学，都市計画の研究者集団，実務家においても多大な研究努力が投入されている学際的な研究領
域であるといえる。マーケティング論ないし流通論における小売立地に関する研究潮流に関して，
これまで優れたサーベイが行われている（Goldstucker　1965；田村1973；Craig，　Ghosh　and
McLafferty　l984；向山1984；Sheth，　Gardner　and　Garrett　1988；関根2003；小山2007）。そ
の中でもCraig，　Ghosh　and　McLafferty（1984）によれば，小売立地に関する研究潮流は，中
心地体系に関する研究，小売営業形態の地理的拡散に関する研究，都市インフラの研究，店舗選
択の研究および立地配分モデルがあるとしている。この研究潮流の分類では，中心地体系に関す
る研究，小売営業形態の地理的拡散に関する研究，都市インフラの研究はどちらかといえばマク
ロ的な視点を含んだ研究に位置づけられるものであるのに対して，店舗選択モデルと立地配分モ
デルといった研究領域においては，小売業者の立地戦略の視点に立った研究と位置づけられるだ
ろう。後者の研究領域を小売業者の立地戦略の枠組みに位置付けた論者としてMason　and
Mayer（1990）が挙げられる。　Mason　and　Mayerは，　Ghosh　and　McLafferty（1987）に基づ
いて，小売意思決定プロセスの諸段階を図表1に示している。このプロセスは，その段階におい
て相互に関連しつつ，まず企業戦略と営業形態に基づいた立地政策の策定に始まり，市場地域の
選択の意思決定，地区の分析と地点の選定，続いて売上高予測と店舗評価を経て空間的相互作用
モデルの評価，そして小売店舗のネットワークについての意思決定に続いていく②。
　図表1の中でも，売上高予測と店舗評価は，店舗立地調査の重要な部分であると位置付けられ
る（Ghosh　and　McLafferty　l987）。それは，新店舗を開設して運営していくコストは比較的に
見積もりがしやすいのに対して，新店舗の成果を計画し，新店舗の出店の妥当性を予測すること
が経営上，重要になるからである（田村1981）。他方で店舗評価は店舗の閉鎖や再配置の影響を
検討することが含まれる〔3）。
（2）　こうした立地選定の考え方は，プロセス論として位置づけることができる。プロセス論については，
　「逐次的意思決定では先行する意思決定の結果が後続する意思決定を拘束しても，後続の意思決定の結
　果が先行の意思決定に影響を与える可能性についての配慮がなされていない（中西1983，p．　265）」と
　　いう問題点が指摘されている。
（3）　この点でSimmons（1984）によれば，店舗評価に関わる一般的な調査の枠組みは新店舗のオープン
　前とオープン後の既存店舗に大別できるという。オープン前では新店舗の売上高の予測と新店舗のプロ
　モーション戦略の開発がその内容となり，売上高予測が各種の技法によって行われ，市場シェアが推定
　　されて，出店の可否や店舗規模についての意思決定に活用される。また出店地域内での強みや弱みが把
　握され，新店舗のプロモーション戦略の意思決定に活用されることになる。そしてオープン後では，予
　想を下回る成果の既存店舗やオープンした後の店舗を対象に調査が行われ，商圏内の現在の店舗のシェ
　アやストア・イメージについて調査がなされる。したがって，Mason　and　Mayerの枠組みでは新規出
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図表1
企業戦略と立地政策
（価値プラットフォーム）
　　　　　　↓
市場に関する空間分析
・市場地域の選択（market　selection）
・地区分析（area　analysis）
・地点の評価（site　evaluation）
　　　　　　↓
売上高予測と店舗評価
　　　　　　↓
空間的相互作用モデルの評価
　　　　　　↓
小売店舗ネットワークの形成
出典：Mason　and　Mayer（1990），　p，659に一部加筆。
売上高予測と店舗評価の研究領域では，小売業者の店舗投資に関わる不確実性を減じるために，
これまでさまざまな調査技法が開発され，利用されている。近年ではGIS（Geographic　Infor一
mation　Systems）が普及して，さまざまなデータベースを活用できるようになり，立地問題の
調査技法を従来と比較すると適用しやすい環境が整備されるようになってきている（平下1997；
Buckner　l998　高山・木村・三浦2001）（4）。こうした情報技術の発展は実務面で小売業者の立地
戦略上の意思決定支援を行う役割を担いつつある（Clarke　and　Rowley　l995）。これは，立地戦
略にかかわる調査が情報技術の発展のもとで，従来よりも低いコストでより迅速に行われつつあ
ることを意味している。こうした立地問題を解決するにあたって，実りある視点を得るために調
　　店を行うプロセスが想定されているたあ，売上高予測はSimmons流にいえば，オープン前の店舗評価
　　に該当すると考えられる。他方で，オープン後の店舗評価については立地戦略の枠組みにおいては明示
　　されていないが，フィードバックのプロセスにあたるものとして捉えることができよう。フィードバッ
　　ク・プロセスにおける店舗評価で店舗の閉鎖や再配置が決定されることになるといえる。つまり，この
　　ことは新規出店のプロセスが立地選択の問題領域であり，フィードバックのプロセスは立地適応の問題
　　領域にあたるとも考えられる。しかしながら，上記の注（2）でのプロセス論の問題点から検討してみる
　　と，チェーン・ストア・オペレーションを展開する小売業者の場合は，新店舗の開設と既存店舗の閉鎖
　　にかかわる意思決定問題は統一的に取り扱われる必要がある（中西1983）。それは，店舗ネットワーク
　　の形成という視点から捉えるのであれば，店舗ネットワーク全体として最適状態になるように，新店舗
　　の開設と既存店舗の閉鎖にかかわる意思決定問題が取り扱われることになるからである（Ghosh　and
　　McLafferty　1987）。これらの問題としては，たとえば中西（1983）が小売施設の空間的最適配置問題
　　として2段階の意思決定問題の定式化を試みている。またこうした問題は，Brikin，　Clarke，　and　Wil－
　　son（1999）によれば，地域での市場業績に基づき，店舗あたりの売上高と地域の市場シェアの2軸で
　　マトリックスを提示することができる。第一のタイプは，店舗あたりの売上高と市場シェアがともに高
　　い場合であり，これは現状維持が求められる。第二のタイプは店舗あたりの売上高は高いが，市場シェ
　　アが低いものである。この場合，市場シェアを拡大するため店舗ネットワークの拡大が追求される。続
　　く第三のタイプは店舗あたりの売上高が低く，市場シェアも低い場合である。この場合には店舗ネット
　　ワークの再配置が求められる。そして第四のタイプ，すなわち店舗あたりの売上高は低いが，市場のシェ
　　アが高い場合には，市場の潜在的成長性は低いため店舗ネットワークの合理化が求められることになる。
　　こうした小売店舗ネットワークの位置づけのもとで個々の店舗が評価されることになるといえよう。
（4）学術研究面においてもGISを活用した研究成果がわが国でも近年，提出されている。たとえば，池
　　谷・長坂（1993），北村（1994），貞広（1994），山崎・高阪（2000），田村（2008）がある。
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査担当者はさまざまな調査技法を選択し，活用することとなろう。しかしながら，こうした際に
考慮すべきことは，小売業の立地問題にまつわる多様性と個別性である。
　たとえば新規出店する競争店舗のインパクトを予測したいのか，個別店舗の成果を診断したい
のか，新規出店する際の自社の店舗の売上高を予測したいのかという問題の規定によって，採用
すべき調査技法も異なってくると思われる。この点で，確かにこれまでHuffモデル，修正Huff
モデルやMCIモデルといった空間的相互作用モデル間の比較は行われていたものの（山中1977），
その他の立地に関する調査技法を含んだ上での包括的な比較・検討についての研究は必ずしも十
分ではないように思われる。したがって，立地問題の多様性に応じた諸技法の選択と，その選択
にあたって，各種の調査技法やモデルがどのような前提条件のもとで構築され，どのような原理
となっているのか，そしてどのような限界点を有しているのか，ということを検討することが求
められるであろう。こうした立地問題の多様性を検討する場合，調査の問題設定が技法を規定す
べきであって，その逆ではないといえる（Alderson　1957）。このため，どのような目的のため
にどのような調査技法が用いられることで，小売業者の意思決定に貢献しうるのかについて検討
することがまず求められよう。
　加えて，同一の営業形態の店舗でさえ，商圏の特性は店舗立地の場所によっても異なるといえ
る。たとえばコンビニエンス・ストアの商圏の特性は，事業所の多い中心業務地区にある場所か，
郊外へ向かう道路沿いの場所かによっても顧客特性，通行手段，通行量が異なるからである。こ
うした立地の個別性から生じる調査技法の適用の問題についても検討していくことが必要である
と思われる。
　本稿では，小売立地戦略の枠組みでの売上高予測と店舗評価に関する各調査技法についての研
究成果を対象にして検討していく。まず次章では，これらの調査技法の前提となる商圏の概念か
ら検討し，そして各調査技法について検討していくこととする。ここでJones　and　Mock（1984），
Ghosh　and　McLafferty（1987），　Mason　and　Mayer（1990）およびLevy　and　Weitz（2001）の
諸見解をまとめると，6つの調査技法を挙げることができる。それらは，チェックリスト法，類
比法，売場面積対占拠率比法，ティーセンポリゴン，空間的相互作用モデルおよび重回帰分析で
ある。このなかでも確かに，HuffモデルはMason　and　Mayerの枠組みでは空間的相互作用モ
デルの評価の領域に位置づけられているが，Huffモデル，修正HuffモデルやMCIモデル等に
ついては売上高予測や地域商業への影響についてシミュレーションを通じてこれらのモデルが活
用されていたわけであり，その意味では売上高予測と店舗評価の領域に関わる重要な研究潮流で
ある。したがってHuffモデルを中心とした空間的相互作用モデルの展開についても含めて売上
高予測と店舗評価の領域における上記の6つの調査技法に焦点を絞って研究潮流を概観して検討
していく。
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1．商圏の概念
　ここではまず小売業者の立地戦略上，商圏について検討していく。小売店舗の売上高予測の精
度は，当該店舗の商圏の規模が測定される正確さにかなりの程度，依存しているという点にある。
商圏の概念は売上高予測に重要であるので，さまざまな調査技法について検討する前にまず商圏
の一般的な特性について検討していこう。鈴木（1980，pp．148－149）によれば，商圏を検討す
る意義として，以下の3点を指摘している。
　　①売上高予測をするためであり，潜在需要を推定することが必要である。潜在需要は商圏
　　　を想定しなくては考えられない。
　　②1企業にとって商圏を慎重に考えることは，顧客について慎重に考えることとなる。
　　③　都市なり，集団なりの一般的な商圏を考えることが，立地の予測に必要であり，一般的
　　　な商圏内部の消費者の商品・サービスの必要性と既存の小売機関の提供しているものとの
　　　開差をしることができる。
　さらに商圏の特定化の意義についてConverse（1949）も以下のように述べている。
　「商圏が決定すれば，商業者はマーチャンダイジングの努力をどこに集中させればよいか
がわかるし，そして新聞社は集中的に開拓すべき販売地域がわかる。具体的に説明しよう。
ある百貨店がかなりの地域にわたって広告を展開していたとする。その百貨店の関心は，そ
の都市の商圏を決定するための公式をもとめることであった。つまり，商圏が確定できれば，
その百貨店はその商圏以外の場所に無駄な広告コストをかけていたことがわかる。商圏内に
広告を集中することによって，その百貨店は広告コストを増加させずに売上高をかなり増加
させた（Converse　1949，　p．380）」。
　このように商圏を検討することは店舗を基盤にした小売業者が戦略展開する上での出発点であ
ることがわかる。しかしながら商圏の概念は非常に曖昧であり，多義性を有しているといえる。
たとえば室井（1979）は，商圏とは「生活受益が便利に入手できる消費者の生活行動空間（p．
50）」として消費者の立場から規定している。
　他方で小売経営の立場からの商圏の定義もある。たとえば村松（2001）は，「個々の店舗ある
いはその集積が顧客を吸引する地理的範囲（p．31）」として商圏を定義して，その規模，形状お
よび構造の3次元で捉えている。そしてGhosh　and　McLafferty（1987）は，「商圏は店舗が顧
客の大多数を引き寄せることのでき，市場浸透が最も高い地理的領域である（p．62）」として密
度の概念を導入して規定している。また山中（1977）によれば，小売商圏は都市小売商圏，特定
店舗集団小売商圏および個別店舗小売商圏の階層ごとに大別できることを指摘している。
　このように商圏は小売店舗の売上高が生じる領域を規定した地理的な概念であると考えてよい
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であろう。ただし，小売店舗の商圏の規模は多様な要因に依存しているといえよう。それらは店
舗の規模，魅力，品揃えの多様性と価格，商圏の消費者の特性，人口密度および競合店舗の立地
等によっても異なってくる。他方で，地方では商圏は人口密度の低さと競争水準の低さ，自動車
による購買慣習から都市よりも広域的になると思われる。また店舗の密度は人口密度と購買力が
増大するにつれて商圏内の小売店舗の密度も増大することになる。
　さらに商圏は動態的な特性も有している。それは小売業者による立地創造，立地適応や競争，
交通条件の変化などに応じて変化する。たとえば，低価格政策を実施することによって，より遠
方からの消費者を吸引することで商圏の範囲を拡張できるかもしれない。また店舗の規模，サー
ビスの水準，品揃えの多様性が増大し，店舗の魅力が増すことは，商圏の規模に関して同様の効
果を発揮するであろう。また商圏の規模はプロモーション戦略の実施によってある程度まで拡張
することが可能であろう。商圏を拡張できた場合には，小売業者が店舗の顧客基盤を増大させる
ことを意味しており，売上高は増加することにつながる。したがって，どのようにして商圏は発
展し，そしてなぜ変化するのかを見極めることは重要である。このように商圏の評価は小売業の
売上高予測にとって重要なものである。さて次に，各種の調査技法に関する研究成果について検
討していくこととする。
H．各種の調査技法の検討
1．チェックリスト法
　チェックリスト法は売上高予測を直接的な目的にするというよりはむしろ相対的に用地を評価
するために小売業者の中で幅広く用いられているものである。多くの小売業者では，成果と選択
した評価基準の間の主要な関係が記述される。利用される時間が経過するにしたがって，これら
の関係は立地の方針を形成するために幅広く用いられる基本原理として公式化され，受容されて
いった経験則である。たとえばNelson（1958）は，立地選定に関する8つの原則を提示してい
る。すなわち，現在の商圏の潜在性の十分さ，商圏に対する立地点のアクセス可能性，成長の潜
在性，取引の中断性，累積的吸引，両立性，競争的な危険の極小化および立地の経済性の諸原則
である。またMason　and　Mayer（1990）は用地の評価のチェックリストの例示として図表2の
経験則を示している。
　チェックリスト法による評価基準は場所の収益性にとって最小限の必要条件を示したり，潜在
的な市場規模の推測を提供するために用いられる。チェックリスト法はとても明快であり，評価
項目の選定やその評価は主観的なものである。その反面，単純化しすぎることが難点であり，そ
れゆえ，立地成果の変動について複雑な関係を説明することは困難であるといえる。そのため，
チェックリスト法は固定的な問題解決を迅速に求められる状況で用いられるといえる。
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図表2用地の評価のチェックリスト
A．タイプ
1．ゾーニング B．周囲のゾーニングのパターン
C．ゾーニングの変更可能性
A．水道，下水，ガス
B．適切性H．ユーティリティ C．コスト
D．道路の位置
A．入来と往来のよさ
皿．アクセス可能性 B．交通量と流れ
C．公共交通の利用可能性
A．空き地
B．地形
IV．土地利用 C．駐車場の利用可能性
D．建築物のタイプ
E．アメニティ
A．所得水準のトレンドV．人口統計学的要因 B．人口の数と集中のトレンド
A，近接する競争相手の数
VI．小売構造 B．既存店舗の数と形態
C．商業地区の近接性
出典：Mason　and　Mayer（1990），　p．670．
2．類比法（analogue　method）
　類比法は，Applebaum（1966）によって開発された技法である。商圏内の潜在的な購買力を
評価するのに役立つのが類比法である。類比とは未知なるものを，目に見えて把握できるものに
置き換えることである。類比法は，売上高を予測するために，類比する対象として適合する既存
の店舗，つまり姉妹店を利用するところにある。換言すれば，既に出店している諸店舗のなかか
ら，これから出店しようとする地域と類似の特性を持つものを選択して，そこから売上高を推定
する技法である。しかし，この場合，競争状態，所得，商圏内人口などの諸要因を考慮していな
いことから，類似の店舗に単純にあてはめて予測することは不十分であるため，顧客スポッティ
ング法が実施されることになる。顧客スポッティング法では，既存店舗に来る顧客の住所を調べ
て，それを地図にプロットしていく。そして店舗からさまざまな距離を示す同心円が，類比され
た店舗の立地を中心にして地図に描かれることになる。市場浸透の水準と距離の関係が地図から
理解できる。市場浸透の状況は，店舗の近くに描かれる円が顧客の最大限の割合を占あるような
距離の地理的パターンを示し，店舗から離れるにつれて，顧客の密度が減少していく傾向にある。
このことは地理的な便利さの影響が店舗への愛顧を反映しているのである。店舗の商圏を確定す
るために，各ゾーンでの累積的な割合が最も店舗に近い円のゾーンから計算される。距離によっ
て顧客の密度が減退する程度が高いほど，商圏は小さくなっていく。そして人ロー人あたりの見
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込売上高でその店舗の人ロー人当たりの売上高を割ることで市場シェアを導き出す。新店舗の立
地が決定すると，その立地点の諸特性や周辺状況，競争状況を調べて既存店舗から類推すること
によって新店舗の売上高を推定することになる。
　このように類比法の手順は実施しやすく，消費者による実際の買物パターンの情報に基づいて
いるが，予測は新店舗を取り巻く地域の独特な状況を反映するように調整が求められることがあ
る。類比法の手順は「部分的には量的な経験内容であり，部分的には主観的な判断である
（Applebaum　l966，　p．134）」。こうして，かなりの判断は適切な類比すべき店舗を選択する際に
求められる。類比店舗が十分な注意を持って選ばれるときでさえも，売上高予測は類比される店
と新店舗との間の相違を反映させるために調整が必要になる。たとえば，新店舗は攻撃的な競争
相手がいる場合もあり，店舗の特性やイメージについて調査担当者の解釈が異なるかもしれない。
そのため調査担当者の主観的な判断は重要なものであるといえる。類比法の手順の前提は，小売
店舗の市場シェアと状況的な要因との関係を見極めることにある。
　こうした類比法はチェーン・ストア・オペレーションを展開するスーパーマーケットの小売業
者を前提にしているといえる。しかし，その潜在的な問題点としてJones　and　Mock（1984，　p．
347）は下記の4点を挙げている。
　　①顧客スポッティング法から収集されるデータベースが大きくなるにつれて，データと関
　　　連性をまとめて保持する調査担当者の能力が損なわれる。
　　②調査担当者によってグルーピングされる類比店舗の選択が判断されて，任意になりうる。
　　③新しい店舗の売上高予測にとって適切な類比すべき店舗を正しく選択することは調査担
　　　当者による地理的な関係を継続的に理解しているかにかかっている。
　　④市場の浸透もしくは全体としての店舗の売上高の水準に変動を生み出す諸変数の理解が
　　　調査担当者の能力によって大きく異なるし，依存している。
　こうした問題点が指摘されているものの，外部環境の特性を含めていることは，類比法の大き
な強みであるといえよう。
3．売場面積対占拠率比法
　売場面積対占拠率比法は調査技法の中でも最も簡便なアプローチである（Kane　l966）。この
調査技法の前提は，規定の商圏における1店舗の市場シェアが売場面積のシェアと近似するとい
うものである。売場面積対占拠率比法は以下のような手順にしたがう（Mason　and　Mayer　l990，
P．679）。
　　①競争，消費者のアクセスのしやすさ，所得水準に対して特定の形状を伴った立地する場
　　　所をもつことのできる商圏を決定する。
　　②統計データに基づいてその商圏に居住する人の数を決定する。
　　③購買力についての統計資料を用いて商圏の市場の潜在性の尺度として1人当たりの販売
　　　高を決定する。
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　　④全体の市場の潜在性を決定するために一人当たりの販売額を商圏に住む人の数にかける。
　　⑤商圏内の競争相手の売場面積の全部の合計を決定する。全売場面積に対する割合として
　　　の新店舗の売場面積の百分率を計算する。
　　⑥全売上高の潜在力に対する小売店舗にとっての計画売上高の割合が商圏の全売場面積に
　　　対する新店舗のそれと同じ比率を持つと仮定する。
　確かに売場面積対占拠率比法は実行しやすい容易性を有している。しかしながら，この技法は
顧客の商圏に対する流出入と，商圏から競争相手の店舗への顧客の吸引を加味していない。加え
て，調査担当者が商圏の半径を正確に規定することができるのかにかかっている。類似店舗の商
圏の規模は，地理的領域ごとにさまざまであり，消費者の出向パターンの調査を行わないで正確
に予測することは困難になってしまう。この理由のために，この技法は小規模，中規模の都市の
小売店舗の売上高を予測することに用いられる。そこでは商圏の境界は都市の境界と対応してい
ることがしばしばであり，そのため予測しやすいからである。
　さらに売場面積対占拠率比法は，市場シェアが売場面積のシェアと等しいという前提に立って
いる。このことは店舗管理者の能力や取扱商品の種類，小売店舗間のストア・イメージといった
小売店舗間の異質性を等閑視することとなる。そのため，売上高予測が店舗の競争地位を反映す
るように，調査担当者による調整が求められる。
4．ティーセンポリゴン
　ティーセンポリゴンは小売店舗の売上高を予測するための簡便な方法であり（Jones　and
Mock　l984），近年ではGISにおいても適用される技法である（Levy　and　Weitz　2001）。ティー
センポリゴンの前提は，消費者は類似の店舗の間で選択を行うことに直面した場合，距離的に最
も近い店舗を選択するというものである。ティーセンポリゴンでは，1店舗の商圏は他の店舗よ
りも当該店舗に最も近い地理的領域を決定することで見出される。それは当該店舗が競争相手に
対して空間的な優位性を持つ地理的領域であることを意味する。
　ある店舗の商圏の境界を策定する最初のステップはティーセン図形を作成することで始まる。
各店舗に対応するティーセン図形は他の店舗よりも当該店舗に近い領域に規定される。ティーセ
ン図形は単純な幾何学的ステップに従って描かれる。最初に各既存店舗の立地が地図上に描かれ
る。次に，各店舗とそれに近い店舗を結び合わせるように線を引く。そして描かれた線の各々に，
各線の中点を見つけることで垂直二等分線が引かれる。ティーセン図形は，それぞれの垂直二等
分線を，隣接する二等分線に結ぷことで画定される。各地点を中心にしたティーセンポリゴンは
その地点に最も近い領域に相当し，各々のティーセン図形によって囲まれた領域がその店舗の商
圏を示すことになる。ティーセンポリゴンはさまざまな場所で店舗の売上高を予測する簡便な方
法である。たとえば多角形の内側，すなわち商圏内の人口数が算出されると，当該小売店舗の顧
客数を予測することが可能になる（図表3（a｝，（b），（c））。
　ティーセンポリゴンは新店舗の立地する地点を識別するのに有用である。ティーセンポリゴン
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図表3　ティーセンポリゴン
A■
C■
■B
■D
（a） （b）
Ao
C■
■B
■D
（c｝
出典：Ghosh　and　McLafferty（1987），　p，66．
の地理的なパターンは未充足の店舗地域を見出し，将来の拡張するたあの地域を明らかにする。
一般的に多角形の大きさは競争水準とは反比例になる。
　ティーセンポリゴンはまた新店舗の妥当性を決定する目的で新しい立地での店舗の売上高を予
測するのに用いられる。売上高を予測するために，新店舗の候補となる場所の立地が地図上に示
されて，新しい場所のティーセン図形を引くことで見出される。売上高予測は期待された利益の
予測を達成できる店舗の開設と運営上で予想できるコストと比較することができる。
　このようにティーセンポリゴンは，その仮定から地理的なアクセス可能性が店舗選択で重要な
決定要因である場合と，規模と魅力が同じようで，差別化されていない商品を販売している店舗
の売上高を予測する場合には最も適しているといわれる（Ghosh　and　McLafferty　1987）。した
がって，主に最寄品を取り扱う小売店や最寄サービスを提供するサービス店舗に適用されること
になる。
5．Huffモデルとその展開一空間的相互作用モデル
　Reilly（1929）とConverse（1949）による都市間の小売の吸引力を対象にした小売引力の法
則の研究（5）は，1960年代に入るとHuffモデルへと発展してきた（Huff　1962，1964）。　Huffモデ
ルは，小売流通の都市内空間構造を分析するためのモデルで，空間的相互作用モデルの端緒に位
（5）　モデルとして商圏を測定するteめのものがReilly（1929）とConverse（1949）による小売引力の法
　　則である。Reilly（1929）は流行品に焦点を当てて，都市間相互の小売吸引力を算定する公式を開発し
　　た。Reillyの小売引力の法則は，2つの都市の人口にほぼ正比例し，中間都市からの距離の2乗に反比
　　例するように小売取引を吸引するというものである。これは，2つの都市の相対的な小売の潜在性の力
　　は近隣の地方の町から買物客を吸引することを表現している。このことからすれば，消費者は必ずしも
　　距離が最も近い商業集積を選択するのではなく，それを迂回することも視野に入れたモデルであるとい
　　える。それゆえ，2つの都市の相対的な小売の潜在性を評価することに用いられる。商圏の境界を画定
　　するために，Reillyの法則はしばしばConverse（1949）によって普及された，分岐点公式を表現する
　　ことになる。さらにConverseはReillyの式を基にして2つの都市の吸引力が等しくなる地点を定式
　　化し，また地元の町にも購買力が滞留することを認識した公式を考案している。他方で2つの都市の人
　　口の差が15倍，20倍ないしそれ以上である場合には，距離の2乗を3乗にすることを提案している。
　　ただし，わが国での小売引力の法則を適用した研究によれば，鉄道の利用や交通状況などがアメリカ合
　　衆国と異なるため，その適用や研究結果は限界点を有するという指摘がある（西治1959，荒川1962）。
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置づけられており，近年ではGISの文脈でも言及されている。　Huffは，ある所与の小売商業施
設を利用する消費者の確率は，その小売商業施設からの旅行時間によって変化し，他方でその小
売商業施設によって提供される商品の広さと深さによって変化をするということを着想した。ま
た消費者がさまざまな小売商業施設に行く旅行時間は購買される商品の種類によっても異なる。
そしてある所与の小売商業施設の吸引力は競合する施設問のアクセス可能性によって影響を受け
る。この点においてHuffは売場面積を品揃えの幅の代理変数として，また旅行時間は買物に費
やされる時間の機会コストの代理変数として捉えている。そのたM）　Huffモデルでは，所与の消
費者が特定の小売商業施設を訪問する確率は，小売商業施設の規模が大きくなるにつれて増大し，
小売商業施設までの旅行時間が短くなるにつれて大きくなるという仮定が置かれている。そして
代替的な小売商業施設からの移動するための時間に消費者は関心を持つとHuffは考えたからで
ある。Huffモデルは，小売商業施設の利用される機会を消費者の利用確率から考えるものであ
る。Huffモデルは特定地域の商業集積間の競争構造を把握するために用いられたり，大型店が
出店する際に地域の小売競争に及ぼす競争的インパクトや開発代替案のシミュレーション等に関
する評価のために利用されている（田村1974）。Huffモデルは以下のように定式化される。
?????
　　　　　　　　　　　　　　　　　　sノ穿
　　　　　　　　　　　　　　鳥＝　n
　　　　　　　　　　　　　　　　　ΣS」／穿
　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ‘1
：起点となるi地区から所与の小売商業施設ゴへの消費者の買物出向確率
：小売商業施設ブの規模
：iからブまでの旅行時間
：選択対象になりうる小売商業施設の数
：さまざまな買物の出向に関して旅行時間の効果を反映するように経験的に推定されるパラメータ
　さて，Rogers（1984a）はHuffモデルを用いる利点と限界点について以下のように述べてい
る。まず利点としては以下の点を挙げる（Rogers　l984a，　p．321）。
　　①売場面積を拡張することによってどの程度の追加的な売上高が生じるのかをシミュレー
　　　ションすることができること。
　　②コンピュータ・プログラムに組み込んだこと。
　　③複数の競合する小売商業施設の文脈に適用されること。
　次に限界点として以下の点を挙げている（Rogers　1984a，　p．322）。
　　①距離に対する相互作用の可能性を支配するパラメータの値と測定。
　　②小売商業施設の魅力の測定。
　こうした問題点を踏まえた上での発展的方向としては，修正パフモデル（山中1977）やHuff
モデルを一般的に拡張したMCIモデル（Nakanishi　and　Cooper　l974；田村1981），多項ロジッ
ト・モデルがある。たとえばMCIモデルでは店舗の効用を測定するために，売場面積や旅行時
間以外の諸変数を組み込むことができることが利点となり（朝野2003），Huffモデルよりも説
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明力が高いといわれる（中西1983）。またパラメータの推定についてもFibonacci探索法から，
対数中央化変換を行った最小2乗法（Nakanishi　and　Cooper　l974），最尤法による推定がなさ
れている（山中1977；阿部1980）。
　さらに店舗の魅力においてイメージ変数の組み込みを試みた研究（Stanley　and　Sewall　1976）
や，さらにストア・イメージそれ自体を店舗の魅力として捉える研究（上田1989；金子1990）
もあり，売場面積と比較しても十分な説明力を有している。
　他方でRogers（1984a）によれば，　Huffモデルを中心とした空間的相互作用モデルでは，消
費者行動は平均化されうるとしている。そのためレストラン，ギフトショップや衣料品店の場合
には，重回帰分析や類比法が通常，効果的であると指摘している。また高阪（2002）は，空間的
相互作用モデルの活用では，一般的に15％以内の予測の誤差が推定できるため，適切な目標は
予測値の85％で営業が成立するかどうかを指摘している。
6．重回帰分析
　（1）小売立地問題への重回帰分析の適用研究のレビュー
　重回帰分析を基礎にした予測は，店舗の立地成果に影響すると予想される，さまざまな場所と
商圏の特性との間にある統計的な関連性を見出していく。重回帰分析は立地成果に関して統計的
に関連する諸要因を識別し，各要因の相対的な影響を数量的に評価するものである。こうした定
量的な関係に基づいて，既存の小売店と新店舗の期待された成果が予測されることになる。この
調査技法は主にチェーン・ストア・オペレーションを展開する小売業者を対象にして幅広く用い
られる技法である。これまでの研究成果では小売業を対象にした研究だけではなく，金融機関を
対象に含めた研究も存在している。
　たとえばDavies（1973）は，チェーン・ストアを対象に店舗評価を行った。そこではステッ
プワイズ法による重回帰分析を用いて，店舗の売上高に影響を及ぼす要因として，店舗の売場面
積，年間の地代や賃料，最も近い駐車場からの距離を主な要因として発見している。Daviesは
これらの統計的手法を既存店舗の診断や新規出店するための技法として位置づけている。
Cottrell（1973）は，チェーン・ストア・オペレーションを展開するスーパーマーケットを対象
にして，各商品カテゴリーの売上高等を従属変数として重回帰分析を行っている。Clawson
（1974）は金融機関を対象にして新支店の立地，合併の予測，成果の標準，店舗再配置等の問題
に対して，分析結果が経営的な示唆を与えることを主張している。Olsen　and　Lord（1979）は，
金融機関を対象に当座預金口座と貯蓄預金を従属変数として，各々について重回帰分析を行い，
前者については平均的な家計の所得，店舗周辺の小売店舗の売場面積が従属変数に影響を及ぼし，
後者については購買力，付近の企業の従業員数が影響を及ぽすことを見出している。さらに
Lynge　and　Shin（1979）は，イリノイ州の金融機関を対象に，とくに郊外の金融機関に焦点を
あてて，市場占拠率に影響を及ぼす要因について重回帰分析を行った。そこでは多様なサービス
の提供という便宜性と立地の諸要因が中心都市からの市場シェアを増大させることを指摘して
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いる。
　これまでの研究では，独立変数としては駐車場の特性，地代，商圏内人口や競合店舗の数など
の地点と地区に関する諸変数があげられており，従属変数としては売上高，収益性などがあげら
れている。他方でEpstein（1971）や村松（1987）のように，立地の成果に影響を与える独立変
数として企業イメージや店舗管理者の能力にも注目すべきという見解もある。このことに関連し
てCottrell（1973）は，回帰式に環境諸要因をうまく組み込むことができれば，予測と実測の差
に関して，店舗管理者の能力の評価ができるという見解を示している。またHiseθ‘砿（1983）
は，買回品を取扱商品としてチェーン・ストア・オペレーションを展開する小売業者を対象に，
売上高，貢献利益および資産回転率を従属変数とし，店舗管理者の諸要因，店舗諸要因，競争諸
要因，立地諸要因の4つのグループからなる18の変数を独立変数とした重回帰分析を各々，従
属変数別に行った。その結果，従業員数，在庫水準，同じ職位での店舗管理者の経験期間等がこ
れらの従属変数に共通して影響を及ぼす諸要因であることが見出された。
　②　重回帰分析の適用における方法的問題
　重回帰分析からの有益な示唆が提供されているにもかかわらず，いくつかの重回帰分析を適用
した研究では，立地成果を測定するモデルにおける問題点が存在する。ここでは主に2つのタイ
プの問題を検討する。ひとつは多重共線性の問題であり，もうひとつは店舗の異質性の問題であ
る（Ghosh　and　McLafferty　l987）。
　（a）多重共線性問題
　多重共線性問題は，回帰式の独立変数間に有意な相関関係が存在する場合に発生する。重回帰
分析では，独立変数が互いに無相関であることを要求する。しかし，店舗立地に関する重回帰分
析の適用研究の中にはこの仮定を乱している研究もあると，Alpert　and　Bibb（1974）やMason
and　Mayer（1990）は指摘している。こうした適用研究においては立地成果に影響すると想定
される独立変数のかなりの数が用いられることで，変数間で相関関係が生じ，多重共線性問題が
研究上，重要な問題であることを意味している。つまり，多重共線性によって信頼できないパラ
メータの値が導出されることになり，解釈についての問題点を生じさせてしまうのである。こう
したことを回避するためには，一般的に重回帰分析では，独立変数間の相関のチェックや，ステッ
プワイズ法の実施，独立変数に対して主成分分析や因子分析を行って変数を集約するということ
が提案されている（秋川2005）。いずれにしても調査担当者の経験や統計学的な知識にi基づいた
慎重な見極めが求められるといえる。
　（b）店舗の異質性の問題
　重回帰分析を適用する際の第二の問題は，サンプル上の店舗の異質性である。ここでは何らか，
の分類の基準が必要とされる。なぜならば，かなり異なる市場領域の特性を有する複数の小売店
舗に対して，重回帰分析の適用から検討されることは，その回帰式のモデルの予測可能性を低く
することになるからである。そのため，モデルの予測可能性は店舗を比較的に同質的な集団に分
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類することで改善される。たとえばDavies（1973）は，チェーン・ストアを対象に店舗評価を
行った。そこでは因子分析が用いられ，因子得点を投入してクラスター分析を行って店舗に関し
て6つの類型化が図られた。このほかにJones　and　Mock（1984）の研究においてこうした類型
化の例は見出される。
　店舗の成果はまた店舗が立地する場所の類型によっても影響される。Davies（1973）は角地
に立地する店舗と街路の中央に立地するそれとの相違を発見している。すべてが同一の小売業者
の店舗であるが，角地の場所で売上高に影響を及ぼす諸要因は道の途中で立地する店舗の売上高
に影響を及ぼす諸要因とはまったく異なるとしている。したがって立地の個別性をパターン化し
て明らかにするために，クラスター分析や判別分析を実施して，サンプル店舗をある程度，同質
的なグループにまとめていくことが必要となり，その後，比較分析が行われることになる。
皿．各技法の整理
　これまで各種の調査技法についての検討を行ってきた。ここで各調査技法の特徴を立地問題の
多様性，すなわち調査目的の観点から整理してみると図表4に提示できる。
　さて，これまでの研究潮流を概観すると，調査担当者の経験にたよっていた類比法は，クラス
ター分析や判別分析を用いて，同質的なグルーピングを行うことによって，統計的手法に置き換
えられてきたことがわかる。他方で，経験則ないしチェックリスト法で提示された諸項目も，重
回帰分析によって統計的に影響力のある独立変数を識別することで評価項目の選定が可能になる
ことを示唆している。また，これまでの検討から重回帰分析はレストランや専門店に適している。
ただし，チェーン・ストア・オペレーションを展開していても店舗数が少ない小売業者の場合に
は，サンプル数の関係から重回帰分析や判別分析などの統計的手法の適用は困難であろう。
　こうした潮流の中で，類比法のような調査担当者の主観に依存する方法と統計的な手法を結合
させた調査技法もある。たとえばRogers　and　Green（1979）は，類比法と重回帰分析を結合さ
図表4　立地問題に関する調査技法
管　理　者　の　目　的
売上高の予測 店舗評価 競　争　的Cンパクト
開発代替案
ﾌ　評　価 対　　象
類比法 ○ チェーン・ストア
売場面積対占拠率比法 ○
ティーセンポリゴン ○ チェーン・ストア
空間的相互作用モデル
iHuffモデル） ○
?
○
重回帰分析 ○ ○ チェーン・ストア
出典：Rogers（1984b），p．363を参考に筆者作成。
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せたアナログ回帰法という技法を開発している。
　さらに，詳細な顧客のデータと既存店舗の過去の成果に関するデータが利用できない，もしく
はデータは非常にコストがかかるか収集するのに時間がかかりすぎる状況では，売場面積対占拠
率比法とティーセンポリゴンは適用度の高い技法であるといえる。ただし，ティーセンポリゴン
は消費者が最も近い店舗に出向するという想定があり，主に最寄品を取り扱う小売店舗について
は妥当であろう。さらに，Huffモデルの発展において検討したように，消費者のイメージや既
存店舗の過去の成果に関する情報はモデルの予測の妥当性と正確性を判断するためには重要であ
るため，コストを踏まえた上で調査技法に組み込むべきであろう。
IV．ま　と　め
　本稿は小売業の売上高予測と店舗評価に関する諸研究をレビューして，立地問題の多様性から
調査技法の特性について整理を行った。これまでの考察からすると，調査担当者の主観に依存す
る調査技法から統計的なそれへとシフトしているように思われる。しかしながら，このように小
売立地に関する調査技法の洗練さは増しているにもかかわらず，立地問題の個別性や調査技法の
前提条件からすると，調査担当者による主観的な判断の介在を除去することが困難である面も含
んでいるともいえる。こうしたことが現在の調査技法の弱点として見倣しえるかもしれない。た
だし，それは見方によっては強みであると見ることもできるだろう。たとえば自社店舗と競合店
の強さや弱さ，自社の顧客特性の把握，店前の交通量の判断など，十分に訓練を受けた調査担当
者が存在して，彼（女）のデータを解釈して判断する能力が高いのであれば，定量的な調査技法
は予測を行うための基盤を築くことができよう。要は，定量的な分析技法のみのマーケティング
調査では立地問題の自動的な解決には十分には至らないのであり，立地問題を検討するのは，調
査担当者という人間そのものであるということに帰着するのである。
　加えて，各小売店舗は特徴を有しており，数量的なモデルによっては十分に捉えることのでき
ない個別の市場状態に直面している。つまり，市場の質に関する問題も存在しうるのである。そ
こでは定量的な分析のみならず，出店地区や地域ごとの標的顧客のライフスタイル特性を把握で
きるような定性的な調査も組み込み，相互に補完していくべきであろう。
　このように立地問題は小売業者にとって重要な経営課題であるため，ある特定の立地問題に対
して，目的に応じて適用可能な調査技法がいくつか存在する場合には，調査のコストと期間が許
容できる範囲内で，複数の調査技法でアプローチして，多面的な視点から捉えていくことが求め
られよう。最後に，今後の課題としての方向性を提示したい。
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V．今後の課題
1．「生活の質」の把握の問題
　近年のまちづくりの観点から，大規模小売店舗が出店，撤退する際の地域への影響を測定する
研究が望まれるといえる。確かに大規模小売店舗立地法では交通，騒音等の問題についての配慮
を行うように，事前に小売業者に対して予測を求めるものの，さらに踏み込んで周辺住民の「生
活の質」への影響について予測することが求められるように思われるのである。
2．新型の商業施設の商圏分析問題
　今日，公共交通機関の夕一ミナル駅としての「駅ナカ」や高速道路のサービスエリアについて
も商業施設として社会的なインパクトを増しつつあるといえる。こうした施設を設置する際にお
いても，売上高予測や店舗評価の仕組みが必要になると思われる。これまで検討した諸技法が適
用され，修正されることで新しい調査技法の開発が求められるように思われる。
　また田村（2008）によれば，従来，商圏は店舗を中心とした同心円のようなものがイメージさ
れていた。つまり，こうした商圏の設定は消費者の買物出向起点が自宅にあるという想定がなさ
れてきたという。しかしロードサイドの小売店舗の商圏はこれとは異なるものである。その商圏
は店の前の道路が連結される道路ネットワークを射程に入れることになり，商圏の規模は小売店
舗の面している道路の車の通行量によって推測されることになる。したがって，道路ネットワー
クによって流入する流動商圏を想定した上での調査技法が求められよう。
3．狭い範囲の商圏の分析問題
　従来の研究では，ある程度の広域の商圏を有した小売営業形態を対象にした売上高の予測技法
が開発されてきたが，近年では狭い商圏を対象にして成立する営業形態が出現，発展しつつある。
たとえば，酒井（2007）はビジネス街のコーヒーショップを検討して，経由的利用行動の比率の
高さと利用限界域の存在を発見した。こうした範囲の狭い商圏，すなわち狭域商圏の分析問題
（貞広1994，1998）については，ティーセンポリゴンはあるが，研究蓄積が少ないため，今後は
この研究を進展させる必要があるといえる。
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